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1. はじめに 

原子核は Z 個の陽子と N 個の中性子が互いに束縛しあってできた量子系であり、2 成

分フェルミ粒子多体系であるという点で、物理学の対象としてユニークな位置を占める。

その組成比 N/Z は、自然に存在する安定核ではほぼ 1（軽い核）から 1.5（重い核）のあ

いだの値をとる。従来の核物理学は主にこれらの安定核群とその周辺（安定領域核）に

関する実験事実に基づいて築かれたものであった。しかしこの事情はこの 10～20 年来、

変化の種が蒔かれそれが次第に大きな実になろうとしている。 

本稿では、まず安定核領域が中心であったこれまでの原子核物理から核図表の全面を

対象とする（にはまだまだ遠いのが実情ではあるが）新しい知識体系に向けての動きの

発端と研究の現状を概観したあと、その中の一例として筆者らのグループが進めている

電磁モーメントを通じた不安定核構造の研究について紹介する。 

 

2. 不安定核の生成法 
変化の種は入射核破砕反応という新しい不安定原子核生成法の出現によって与えられ

た。種々の元素のイオン（重イオン）を大強度ビームとして光速の数十パーセントにま

で加速する分割セクター型重イオンサイクロトロンが（初めに仏国・GANIL 研究所に、

ついでわが国の理研、米国・MSU、…に）建設され、こうして得られる高速の原子核が

標的核と衝突の際に破砕され（入射核破砕反応）さまざまの Z と N（ただし、入射核か

ら一部の核子を抜き取ってつくるのだから Z, N は入射核のそれより小さい）をもった不

安定核が生成する。これは従来行われていた陽子ビームを標的にあてて標的核由来の不
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安定核を得る方法とは発想が逆転していて、不安定核生成の手段としていくつかの著し

い有利点を持っていた（図 1 参照）：生成核は高速の入射核由来のため高い運動エネルギ

ーを持って標的物質を突き抜けてくることから、標的からの取り出しの手間がかからず、

またそのまま飛行中に磁場硬度と物質中のエネルギー損失を組み合わせた比較的単純な

方法で核種分離も可能であった。こうして、安定核とは組成比 N/Z の大きく異なる不安

定領域の核が、核種分離したビームの形で実験に供されるようになった[1]。 

 

 
図 1 不安定核ビーム生成のための 2 つの方法。 i) 陽子ビームによる標的

核破砕反応を用いた方法（左）と ii) 重イオンビームによる入射核破砕反

応を用いた方法（右）。 i)では生成核は標的物質中に止まり、加熱によっ

て拡散･蒸発を経てイオン化されて引き出される。静電場によって加速さ

れ、磁場によって核種分離されて実験セットアップの位置へ運ばれる。

一方 ii)では、標的核との衝突の際に入射核からδZ 個の陽子とδN 個の中性

子が剥ぎ取られるが、こうしてできた不安定核は入射核の速度とほぼ同

じ速度で標的物質から出てきて、そのまま 2 台の電磁石とその間に挿入

されたエネルギー減衰板を通過することによって、 初の電磁石で A/Z
について選別、次に減衰板でのエネルギー損失を第 2 の電磁石で分析す

ることによって A2.5/Z1.5について選別を受ける結果、両者の選別領域の重

なり部分に位置する核種のみが実験セットアップの位置に移送される。ii)
の方法は目的の核種がどのような元素かに依存しないため極めて汎用性

が高く、また生成後に収量を減ずる要因が含まれないために高い収集効

率が実現された。 
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3. 中性子過剰核の物理 
この方法を用いて、特に N/Z 比が安定核より大きい側の不安定領域（中性子過剰領域）

の核の研究が進められた。まず相互作用断面積の系統的測定[2]から核半径が軽い中性子

過剰核について求められた結果、ドリップライン［同じ Z の核（アイソトープ）のうち

もうこれ以上中性子を増やしては原子核として存在できない核、つまり 大の N を持つ

核を核図表上でつなげた線］に位置する中性子過剰核のいくつかにおいては、 後の 1

～2 個の中性子が、浅い束縛エネルギーのために従来知られていた核半径に比べはるかに

遠方にまで広がって存在する現象（中性子ハロー）が見出だされた[2]。また核質量（あ

るいは中性子分離エネルギー）の系統的変化や Iπ=2+ 第一励起状態の励起エネルギーから、

N/Z 比の大きい領域では従来知られている魔法数 N=20 が消え去ることが示され[3]、替わ

って N=16 が新しい魔法数として提唱された[4]。さらに N=8 や N=40 に替わり N=6、N=30

が新しい魔法数として登場している[5,6,7]。これら、N/Z 比の増大に伴って現れた新現象

（ハロー、スキン構造をもつ特異なクラスター核の出現、魔法数の変貌とそれに伴う新

たな変形領域、安定領域の出現など）は、これまでの原子核の知見の根幹部が、核図表

中のごく一部の領域（安定核領域）に限って適用されるものであることを露にした。組

成比 N/Z を自由に操れる道具を人類が手にした今、原子核という 2 成分フェルミ多体系

は考えられていたよりずっと豊富な物理を秘めた研究対象であったことになる。 

これらの新しい原子核の様相は、核の微視的構造の根本的変化と関係しており、これ

を説明するための様々な理論が発表されている。核内の 2 体相互作用のうち、(σ･σ)(τ･τ)

力は j>=ℓ+1/2 軌道の陽子と j<=ℓ−1/2 軌道の中性子の間に強い引力をもたらすため、中性

子が j< 軌道まで詰まっている一方陽子が（その下の） j> 軌道までにしかはいっていな

い中性子過剰核においては、j> 軌道の陽子数を減らしていく（N/Z 比を増やしていく）に

従い陽子－中性子間の引力が弱まっていく結果、中性子の j< 軌道単一粒子エネルギーが

上昇していくと考えられることが指摘された[8,9]。このように N/Z 比の増大とともに中性

子の特定軌道の単一粒子エネルギーが著しく変化する結果、軌道間のエネルギーギャッ

プの開きが変わって魔法数の変遷がおこること、また軌道エネルギーの順序すら入れ替

わりうることが予言されている。そこではバレンス核子がどの単一粒子軌道を占めるか

など、原子核の微視的構造に立ち入った情報が本質的に重要な役割を演ずる。 

中性子過剰領域の核構造を明らかにするためにいくつかのタイプの実験が進められて

いる。これらの中には不安定核ビームを二次標的に照射して、クーロン分解の終状態粒

子を検出して低エネルギーE1 励起から構造を調べる[10]、クーロン力または核力によっ

て不安定核の励起状態を生成しガンマ線分光を行う[11]など、また物質（ストッパー）中

に止めた不安定核を対象として電磁モーメントの測定（次項以降参照）、ベータ－ガンマ

－中性子分光[5]などが含まれる。 
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4. 電磁モーメントを通じた不安定核の研究 

核 ス ピ ン I を 持 つ 原 子 核 の 核 磁 気 モ ー メ ン ト ( )Iµ は M1 演 算 子

( )( ) ( ) ( ) ( )
N

1

ˆ
A

i i i i
s

i
g g µ

=

≡ +∑µ l sl の核スピン I 方向（z-方向とする）への射影の期待値、 

 
 1 2 1 2ˆ( ) ( , , ), ( , , ),A z AI I j j j m I I j j j m Iµ µ≡ = + = +L L  (1) 

 

として定義される。ここで ( )il , ( )is は i 番目の核子の軌道角運動量及びスピン角運動量、
( )igl , ( )i

sg はそれらについての磁気回転因子で、 Nµ は核磁子を表す。また ( ) ( )i i
i = +j l s は i

番目の核子の全角運動量である。陽子と中性子に対する gl , sg が全て互いに大きく異なる

値を持つことから、核磁気モーメント ( )Iµ はバレンス核子がどの単一粒子軌道を占める

かに非常に敏感な観測量であり、核の配位とその純度を決定するための決定的な手段と

して用いられてきた。しかしその決定には対象の核がスピン偏極していること、及び十

分な収量が得られることが要求されるため、特別な元素（レーザー分光が容易なアルカ

リ元素及びアルカリ土類元素）のアイソトープを除いては安定領域のごく近傍の核につ

いてしか知られていないのが現状であった。 

 

 

 

 
図 2 入射核破砕反応における生成核（破砕片）のスピン偏極。 

 



― 47 ― 

 

 
図 3 理化学研究所不安定核ビーム装置 RIPS におけるスピン偏極不安定

核ビームの生成とそれを用いたβ-NMR 実験のための代表的なセットアッ

プ。 
 

 

しかし、第 2 節で述べた入射核破砕反応による不安定核生成法が使われるようになっ

たのち、この反応による生成核の放出角度及び運動量に対して選択を施すことによって、

スピン偏極した不安定核が得られることが発見されてから[12]、事態が変わった。図 2 に

スピン偏極のメカニズムを説明する簡単化されたモデルを示す[12]。こうして得られるス

ピン偏極不安定核をストッパーに止め、ベータ崩壊によって放出されるベータ粒子がス

ピンの方向に対して非対称な角分布を持つことを利用して、核磁気共鳴（NMR）の高感

度検出が可能となった（β-NMR 法）。図 3 には理研の不安定核ビーム装置 RIPS における

スピン偏極不安定核ビームを利用したβ-NMR 実験の代表的セットアップを示す。 

このような装置を用いて、これまでに 12 種の中性子過剰核について磁気モーメントが、

またそのうち 4 種の核については電気四重極モーメントも決定されている[13-20]。以下

では 近得られた結果について紹介する。 
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4.1 17C 基底状態の g-因子とスピン 

6個の陽子と11個の中性子からなる中性子過剰核 17Cでは大きいN/Z比のために2s1/2 軌

道の単一粒子軌道が下降して 1d5/2軌道と拮抗していると考えられ、 後の中性子が 2s1/2 

軌道にはいる可能性が考えられる。中性子の分離エネルギーが小さいことから、もしこ

れが実現しているとしたら 17C の基底状態（T1/2 = 193 ms）は中性子ハローを伴っている

と期待される。このため GSI 及び MSU においてこの核を入射粒子とした分解反応の実験

がなされた。これは 17C → 16C + n 分解で放出される 16C フラグメントの運動量分布から、
17C 核内の中性子の運動量分布（中性子の空間分布のフーリエ変換に対応すると考えられ

る）を引き出してハロー状態の証拠を捕まえるのが狙いであった。しかしながら両者の

実験結果はいずれも運動量分布がハロー状態の場合のそれよりは広く、一方通常の状態

に比べると狭いという、中間的な結論を与えるものであった。17C 基底状態のスピン・パ

リティは実験的には 1/2+、3/2+のいずれか確定しておらず、一方殻模型計算の結果では、

図 4 に示すように低励起エネルギー領域に互いに接近した 1/2+、3/2+、5/2+ 状態が現れ、

計算に用いる有効相互作用の選び方によって 低エネルギー状態（基底状態）のスピン

値を確定的に予言することができない。 

次のような弱結合模型で考察してみるのも面白い。17C は 19O に 2 個の 1p1/2 陽子空孔が

結合したものと考える。1 個の空孔の寄与は 18N のスペクトラムから持ってくることがで

きる。図 5 には 19O(5/2+) との結合の場合と 19O(3/2+) との結合の場合が示されている。こ

の考察からは、17C は 3/2+ 状態が基底状態、5/2+ 状態が（実験的に知られている 295 keV

の）励起状態にほぼ対応することが導かれる。果たしてこの予測は正しいであろうか？ 

さて、g-因子の値は Iπ = 1/2+ の場合と Iπ = 3/2+ の場合とでは約 7 倍も違うため、g-因子

の測定によって明確に区別することができる。（g-因子の軌道への敏感さの好例である。）

このような観点から 17C の g-因子測定の実験を行った。図 6 に得られた NMR スペクトラ

ムがプロットされている。図の横軸は縦軸は印加した振動磁場の周波数を、対応する g-

因子の値に換算したもので、水平の棒は掃引した周波数領域を表している。共鳴周波数

が掃引領域に含まれるとき、核スピンは断熱通過法によって方向を反転する。縦軸は各

掃引領域ごとに観測したベータ粒子の上下計数比で、縦方向の棒の長さはその統計誤差

を表している。従って縦軸の値が、振動磁場をかけなかったときの値（水平に引いた直

線）より有意にずれた場合、対応する掃引領域に磁気共鳴が位置していることを意味す

る。図 6 のプロットから、17C 基底状態の g-因子が 

 17( C) 0.5054 0.0025g = ±  (2) 

と得られた。この値を PSDMK 及び PSDWBT 有効相互作用を用いた殻模型計算（計算コ

ード OXBASH [21]による）と比べたものが図 7 である。ここで PSDMK 及び PSDWBT [21]

は 4He コアの周りの p 殻及び sd 殻に核子がはいった原子核の構造を記述する際用いられ
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る、核内の有効 2 体相互作用で、前者は p 殻内には Cohen-Kurath 相互作用[22]を、sd 殻

部には Preedom-Wildenthal 相互作用[23]を、そして p 殻と sd 殻の間には Millener-Kurath

相互作用[24]を採っている。後者は p殻内及び p-sd殻間にはWarburton-Brown相互作用[25]

を、sd 殻内には USD 相互作用[26]を採用するものである。これより 17C 基底状態のスピ

ン値は I = 3/2 と結論付けられた。これは図 5 の示唆するところとも一致する。 

またこのことから、17C はその小さい中性子分離エネルギーにもかかわらず、軌道の ℓ 

が 0 でないこと（ℓ = 2）のために、遠心力ポテンシャルの存在に邪魔されて中性子がハ

ローを形成できない核であったことが理解される。 

 

 

 

 

図 5 19O(Jπ) ⊗ π (p1/2)-2 弱結合モデルによる 17C 準位構造の予測。 

図 4 殻模型によって計算した 17C 核の低励起状態のエネルギー準位ダイヤグ
ラム。PSDMK 及び PSDWBT 有効相互作用による計算は OXBASH コードを
用いて得られたもの。MK3 有効相互作用の計算は文献[27]からのものである。 
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図 6 得られたβ-NMR スペクトラム 

 
図 7 実験結果（太い直線）と各スピン値に対応する殻模型計算結果との比較 

 
 

4.2 17B の電気四重極モーメントと中性子過剰核における E2 有効電荷の減少 

当グループで数年前に行った 15B の電気四重極モーメント Q の測定結果は、当時既に

測定のあった 13B に対する値や、理論値の示す質量依存性と比べると、やや理解し難いも

のであった。図 8 に奇質量 B アイソトープについてのその時までに得られた実験値（及

び、今回の実験値もはいっているが）と、PSDMK 及び PSDWBT 相互作用を用いた殻模

型計算の結果が比較されている。注目すべきことに、Q の実験値は 11B、13B、15B と中性

子数が増加しても殆ど変わらない。ところが計算値のほうは相互作用のとり方によらず

A=13（つまり N=8）から中性子数が増えると急激に増加している。こちらは当然考えら

れることである：A=13 で中性子の p 殻が閉じた後、A=15, 17 と中性子が sd 殻に付けられ

ていくので、中性子の有効電荷を通常の（この質量領域の安定核に対して用いられる）

en=0.5 にとると、追加された中性子からの寄与が個数とともに増加していくと考えられる。 
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従って、実験値が A に対してほぼ一定である事実は、陽子、中性子の有効電荷 ep, en の両

方またはいずれかが通常の値（ep=1.3, en=0.5）から N/Z 比の増加とともに減少しているこ

とを意味する。（もし ep=1.3 は変化しないという ad hoc な仮定を採用するなら、en=0.1 程

度でなければならないことになる。）Q の実験値は A=17 でも A=13, 15 の時と変わらない

のであろうか？ 

偏極した 17B を静磁場 B0のかかった Mg 単結晶（c-軸と B0のなす角度を β とする）中

にインプラントし、振動磁場をかけてβ-NMR 実験を行った。Mg は六方稠密構造を持つ

ので、17B 核には B0による Zeeman エネルギーに加えて c-軸を主軸とする電場勾配 q と

電気四重極モーメント Q との相互作用が 17B に働く。四重極エネルギーが Zeeman エネル

ギーに比べて小さい時、摂動論によるエネルギーは核スピン I の方位量子数を m とする

と 

 ( )
2

2
L Q

3 ( 1)( ) 3cos 1
8 (2 1)B eqQ

m I IE m h m h
I Iµ ν ν β+

− +
= − −

−
 (3) 

で与えられる。ここで νL=gµNB0/h、νQ=|eqQ|/h である。I=3/2 の場合、共鳴周波数は 3 つ

に分かれて、 

 
2

, 1 L Q
(3cos 1)(2 1)

8m m
mβν ν ν+

− +
= −  (4) 

となる。νL は磁気モーメントが既知なので計算できる。したがってνQ を少しずつ変えな

図 8  B の奇質量アイソトープの電気四重極モーメント。実験値（誤差棒のつけられ
た黒丸）が、通常この質量領域で用いられる有効電荷、ep=1.3 と en=0.5、を仮定した
殻模型計算（破線が PSDMK、一点鎖線が PSDWBT 相互作用によるもの）と比べら
れている。PSDMK 相互作用による計算は陽子からの寄与（斜線の領域）と中性子か
らの寄与（点を打った領域）に分解して示してある。また参考のため ep=1.3 と en=0.1
とした場合の PSDMK 相互作用による計算も示してある（実線）。 
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図 9 17B の電気四重極モーメント測定の
ためのβ-NMR スペクトラム。縦軸はベー
タ線計数の上下比、横軸は同時にかける
3 つの周波数を式(4)によって求める際に
用いたνQの値。 

がら Eq. (4)で与えられる 3 つの周波数を混合した高周波磁場をかけてベータ線の上下計

数比をプロットしたのが図 9 である。これより 

 
17

17
Q

(B in Mg) ( B)( B in Mg) 137.4 4.5 kHzeq Q
h

ν = = ±  (5) 

Mg 中の B 位置に働く電場勾配 (B in Mg)q を 12B の実験[28]より得て、17B の四重極モーメ

ントの実験値 

 17( B) 38.6 1.5 mbQ = ±  (6) 

が求められた。その結果が図 8 の中の右端の実験点である。得られた 17B 実験値は再び 13B

に対する値と極めて近く、B アイソトープの Q モーメントが中性子を付加していっても

殆ど変化しないことが明らかになった。この結果は、殻模型計算で有効電荷を安定核領

域での値（ep=1.3, en=0.5）から変化させない限り説明することができず、N/Z が 大とな

る 17B の場合では 60 %も実験値を overestimate してしまう。 

では安定領域から離れるにつれ有効電荷を変化させる要因としてどのようなことがあ

るだろうか？そもそも有効電荷として裸の電荷と異なる値をとらねばならないのは、計

算が 0 ωh の限られたモデル空間で行われ

ておりその外への励起が取り込まれてい

ない点を補正するためであり、この効果は

Q モーメント演算子の形から、バレンス粒

子と E2 巨大共鳴との結合効果として考慮

することができるであろう。この場合 2 つ

の要因、i) N/Z の増大とともに巨大共鳴の

性質が変化すること、ii) バレンス粒子の波

動関数が、浅い束縛のために広がってコア

との結合が弱まる効果、が挙げられる。実

はこれらについて、 A. Bohr と B.R. 

Mottelson [29]がすでに早くに検討を行っ

ている。有効電荷 ep,n を裸の電荷 ep
bare=1, 

en
bare=0 と上記結合で生じた分極電荷 ep,n

pol

の和として書く： ep=1+ep
pol, ep=en

pol。Bohr

と Mottelson によれば分極電荷は粒子運動

とアイソスカラー（IS）及びアイソベクト

ル（IV）巨大四重極モード（GQR）との結

合を考えることにより次のように与えられ

る： 
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 pol 1
n,p 0 1

0

11
4 2z z
VZ N Z N Ze

A V A Aτ τχ τ χ τ= =

 − − = + − −   
  

 (7) 

ここでτz =+1 は中性子、τz = −1 は陽子を現す。右辺第 1 項は ISGQR との結合、第 2 項は

IVGQR との結合によって起こる。 0τχ = と 1τχ = はそれぞれ IS, IV 分極係数で粒子の IS 及び

IV モードとの結合の強さを表している。第 1 項の中の 1

04 z
V N Z
V A

τ−
項は平均ポテンシャ

ルの IV 部、第 2 項の ( ) /z N Z Aτ − −   は粒子の IV 結合が平均アイソスピン非対称性

( ) /N Z A− からのずれとの結合であることを表している。これらの項のうち中性子過剰

度 ( ) /x N Z A≡ − に依存する部分が分極電荷 ep,n
pol に N/Z 依存性を持ち込んでいる。以上

は上述の要因 i)に対応しており、要因 ii)について Bohr と Mottelson は式(7)に因子

2 2
'

3 / '
5j j R j r jα = を導入する。こうして式(7)は V1/V0 = 130 MeV/(-50 MeV) = −2.6 を代

入して 

 ( ) ( )pol
n ' 0 1

1 1 1 0.65
2 j je x x τ τα χ χ= == − − −     (8) 

 ( ) ( ) ( )pol
p ' 0 1

1( ', ) 1 1 0.65 1
2 j je j j x x xτ τα χ χ= == − + + +    (9) 

と書ける。図 10 は 'j jα  を軌道ごとに計算して代入した式 (8)、(9)の分極電荷から有効

電荷を得てこれを使って核模型計算の Q を求め、x の関数として実験値とともにプロット

したものである。線 IIは Bohrと Mottelson [29]の値 0 11.0,  0.64τ τχ χ= == = −  を用いたもの、

線 III は 0 1.0τχ = = を固定したまま、実験を再現するよう 1τχ = を動かして得た値 1 0.33τχ = = −  

を用いたもの、線 IV は文献[30]の微視的粒子･振動結合モデルからの値である。線 I は以

前に得た安定領域の有効電荷（ep=1.3, en=0.5）によるものである。II は x 依存性（または

N/Z 依存性）をよく再現しているものの絶対値がすこし小さい。III, IV はかなりよく実験

値を再現している。図 11 はそれぞれの場合の分極電荷をプロットしたもので、x の増加

（従って N/Z の増加）とともに各軌道に対する有効電荷が陽子、中性子いずれについて

も減少すること、軌道が変わると大きく変わることがわかる。 

Umeya と Muto [31]はこの有効電荷の減少に関連して、次のような指摘を行っている: B
アイソトープについて 0 ωh の模型空間で求めた基底状態 0Φ に四重極モーメント演算子

Q を作用させ、これを上記模型空間の外（2 ωh の空間で代表させる）のベース jχ では

さむ。同じことを、Q の代わりに有効 2 対相互作用 V について行って、両者の行列要素

の相関を見た結果、これらの間の相関は中性子過剰になるにつれ小さな値となった。す

なわち、四重極モーメント演算子 Q で模型空間外に跳ぶ先の状態と、2 対相互作用で模
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型空間外に飛ぶ先の状態とは、中性子過剰度が増すにつれ、次第に異なったものになっ

ていく。これは有効電荷の振舞いを、上で行った解析とはすこし異なった角度から眺め

たものとなっており、両者の解析の間の関係は興味深い。 

 
 
図 10 電気四重極モーメントの実験値（黒

丸）と理論値。理論値は 
(I) ep=1.3, en=0.5 に固定したもの、

(II) 0 1.0τχ = = , 1 0.64τχ = = − 、 
(III) 0 1.0τχ = = , 1 0.33τχ = = − 、 
(IV) 文献 [30] の微視モデルによるもの。 

 

 
 
図 11 中性子（上）と陽子（下）に対

する分極電荷の理論値。(I)～(IV)は
図 10 の説明を参照のこと。 
 

 

5. まとめと今後 

中性子/陽子組成比 N/Z が安定核の値と大きく異なる領域に踏み込むと、これまで考え

られていなかったさまざまな新しい様相が出現してくることを、主に質量数 A ≤ 30 の軽

核領域で見ることができるようになった。軽い核に限られているのは、現在の加速器が

主に質量数 40 程度以下の一次ビームでしか入射核破砕反応を起こすことができなかった

ためである。3 年後には理研に建設中の新しい不安定核ビーム施設 RI Beam Factory が稼

動開始する予定となっている。ここではウランを含む全ての質量領域で 300MeV/u を越

えるエネルギーの一次ビームが供給され、不安定核の研究領域は圧倒的に拡大される。

中重領域では、より広い N/Z 領域の核がカバーされ、核内有効 2 体相互作用の変質、そ

れに伴う単一粒子軌道の変化、高スピンを伴った軌道の参入とそれによって変化を受け

る集団的性質、新しい変形領域の発達などが見出されると期待されている。 
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